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中国の各級裁判所はこれまで，特許(1)侵害裁判にお

いて，係争特許の有効性を疑うことがなく，係争特許

の権利範囲が特定できないことを理由に非侵害判断を

することもなかった。しかし，上海市高等裁判所が

2011 年 2 月 10 日に言い渡した民事判決書[1]（以下，

「本件判決」という。）により，この状況が打ち破られ

た。本件判決に係る登録実用新案「多路線バス停用電

子標識」[2]（以下，「本件実案」という。）は 2回の無効

審判請求[3][4]を経ても有効とされているが，上海市高

等裁判所はクレーム中の機能的な構成要件の技術的範

囲が特定できないとして，侵害が成立しないと判断し

た。

以下に本件判決の経緯を紹介し，かかる法律，司法

解釈，法令を参照して，特許侵害訴訟，特許出願に対

する本件による影響や示唆を検討する。

Ⅰ．本件判決の経緯

１．控訴理由

控訴人（本件実案の権利者）の控訴理由の一つは，

「イ号バス停の表示画面機能は，本件実案の明細書に

定義されている『各路線の一番早く到着するバスの到

着予想時刻及び本バス停までの距離などの動的情報を

スクロール表示』する到着予報電子表示画面の機能と

は全く同一である」というものである。

２．本件実案「多路線バス停用電子標識」の登録書

面

【請求項 1】

バス停名表示部と，到着予報電子表示画面と，多路

線バス停一覧表示パネルと，支持固定座部とからなる

多路線バス停用電子標識において，

ａ）バス停名表示部が，標識の頂部に位置し，

ｂ）到着予報電子表示画面が，標識の上部に位置し，

バス停名表示部の下方に結合され，

ｃ）多路線バス停一覧表示パネルが到着予報電子表
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示画面と支持固定座部との間に固定されている，

ことを特徴とする多路線バス停用電子標識。

明細書第 4 頁には，「図面及び実施例により本考案

をさらに説明する。・・・到着予報電子表示画面は，

電子標識の上部に位置し，バス停名表示部の下方に結

合され，本実施例では，一般の 3 行表示 LED ドット

マトリクス文字表示画面を採用し，各路線の一番早く

到着するバスの到着予想時刻及び本バス停までの距離

などの動的情報をスクロール表示し，また，天気予報，

ニュース，ビジネス広告など，公衆が関心を持つ情報

も表示できる。」という記載がある。

図１

３．裁判所の判決結果

上海市高等裁判所は，控訴を棄却した。

その主な判断[1]は以下のとおりである。

(1)本件実案の明細書には，3行表示 LEDドットマ

トリクス文字表示画面を採用する「到着予報電子表示

画面」により，「各路線の一番早く到着するバスの到着

予想時刻及び本バス停までの距離などの動的情報」を

予報する機能を達成する具体的な技術的手段について

の記載がなく，つまり，明細書には「到着予報電子表

示画面」のかかる機能を達成する実施の形態が記載さ

れていないため，「特許権紛争事件の審理における法

律適用の若干の問題に関する最高裁判所の解釈」（以

下「司法解釈」[5]という）に基づいて，本件実案の請求

項 1 における「到着予報電子表示画面」という構成要

件の内容を特定することができず，さらに請求項 1 の

技術的範囲を特定することもできない。

(2)当業者が，関連する公知技術を知り得る場合で

も，明細書にはその実施形態を記載しなければなら

ず，かつ，「到着予報電子表示画面」という機能的構成

要件の内容は，明細書に記載の実施形態及びその均等

形態を参酌して特定しなければならない。

当該判断の法的根拠となる「司法解釈」の関連内容

は以下のとおりである。

「司法解釈」第 4条 「請求項には，機能又は効果によ

り表現される構成要件がある場合，裁判所は，明細書

及び図面に記載された当該構成要件の実施形態及びそ

の均等形態を参酌して，当該構成要件の内容を特定し

なければならない。」

Ⅱ．特許審査の観点からみる本件の「到着予報電

子表示画面」

特許審査の観点からすれば，筆者は本件実案の「到

着予報電子表示画面」という機能的な構成要件は特許

法に違反していないと思う。実は本件実案の無効審判

請求の審決及びその審決取消訴訟の判決[3][4]も，この

結論になっている。次に，明確性及び実施可能要件の

観点から「到着予報電子表示画面」の適法性を解析す

る。

１．「到着予報電子表示画面」の明確性

中国特許法第 26条第 4 項には「特許請求の範囲に

は，特許の保護を求める範囲を明細書に基づいて明瞭

且つ簡潔に記載しなければならない。」と規定されて

いる。この条文は，クレームの技術的範囲が明瞭であ

ることを要求することにより，当業者がクレームの範

囲の限界がどこにあるかを明確に把握でき，実務にお

いてイ号物件がクレームの範囲に属するか否かをはっ

きり判断できるのを確保することを趣旨の一つとして

いる。

本件実案の請求項 1 は，主題名及びカテゴリーが明

確で，各構成要件の関係も明瞭であり，ただ「到着予

報電子表示画面」という構成要件のみが機能的表現に

より広い範囲を特定している。しかし，当業者の理解

及び明細書の記載によれば，「到着予報電子表示画面」

は，「各路線の一番早く到着するバスの到着予想時刻

及び本バス停までの距離などの動的情報」を表示する

ためのものである。よって，「到着予報電子表示画面」

の意味は明確であり，この請求項も明確である。

２．「到着予報電子表示画面」に係る実施可能要件

控訴人は，各路線の一番早く到着するバスの到着予

想時刻及び本バス停までの距離などの動的情報をスク

ロール表示する「到着予報電子表示画面」を言えば，
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当業者ならこの「到着予報電子表示画面」の一般の構

造が分かると主張した。

控訴人は上記主張を裏付ける証拠を提出していない

が，筆者は本件実案の出願日より前の文献を調査した

結果，到着予報に関連する先行技術を見つけた。その

うち，2003 年に公開された「公共交通運営車両の到着

予報表示画面」[6]という文献には，到着予報電子表示画

面の構成，到着予報機能を達成するデバイスが詳細に

紹介されている。したがって，「到着予報電子表示画

面」は，実施可能要件違反の問題もない。

Ⅲ．本件判決による機能的クレームの特許侵害判

定への影響

本件判決が出た後，上海市高等裁判所は，上海の各

裁判所に適用する「特許侵害紛争審理ガイドライン

（2011）（以下，「審理ガイドライン」という。）の第 8条

に，「明細書及び図面には，クレーム中の機能的表現に

記載される機能の実施形態が記載されていない場合，

特許侵害の主張が成立しないと直接認定できる。」と

明確に定めた。「審理ガイドライン」第 8条の規定は，

司法解釈第 4条に対する上海市高等裁判所の補足解釈

として理解でき，突破的な意義を有する。したがっ

て，2011 年以降，上海市の各裁判所は，機能的クレー

ムに係る特許侵害裁判の審理を，本件判決と同じ判断

基準で行ってきた。

北京市高等裁判所は 2013 年 9月 4日に，北京市の

各裁判所に適用する「特許侵害判定指南」（以下「判定

指南」という。）を公布した。同指南第 16条には「ク

レーム中の機能又は効果により表現される機能的な構

成要件について，明細書及び図面に記載の当該機能又

は効果の実施形態及びその均等形態を参酌して，当該

構成要件の内容を特定しなければならない。」と，第

17条には「機能的な構成要件の内容を特定する際に，

機能的な構成要件を，明細書に対応して記載されてい

るその機能，効果を達成するために必要な構造，工程

の要件に限定しなければならない。」と規定されてい

る。「判定指南」第 16条，第 17条はやはり，司法解釈

第 4 条の文言の引用及び直接の解釈であるといえる。

「判定指南」の他の部分には，「審理ガイドライン」第

8条のような規定はされていない。つまり，北京市高

等裁判所は「審理ガイドライン」第 8条のような運用

を慎重に扱っている。しかし，機能的クレームに係る

特許侵害裁判の実際の審理において，北京市の各裁判

所が「審理ガイドライン」第 8条を適用する可能性は

ないとはいえない。

中国で特許侵害裁判を取り扱う各級裁判所のうち，

上海市高等裁判所と北京市高等裁判所は，かなり影響

力を有する裁判所である。そのため，その他の地方裁

判所は機能的構成要件に係る特許侵害裁判の時も「審

理ガイドライン」第 8条と「判定指南」第 16条，第 17

条を参考にする可能性がある。

本件判決の影響に鑑み，特許侵害裁判の当事者とし

ては，係争特許のクレームには機能的な構成要件があ

るか否かを検討すべきである。機能的な構成要件があ

る場合，明細書にクレーム中の機能的な構成要件に対

応する実施形態が記載されているか否かをさらに確認

する必要がある。その実施形態がない場合，被告とし

ての当事者は，「審理ガイドライン」第 8条に基づいて

非侵害抗弁をトライすることができる。一方，原告と

しての当事者は，このような抗弁にできるだけ備える

べきである。

Ⅳ．本件判決前後の機能的な構成要件についての

定義

本件判決が出る前には，中国の現行特許法，特許法

実施細則，司法解釈及び特許審査基準を調べても，機

能的な構成要件の明確な定義は見つからない。例え

ば，審査基準のサポート要件に関する部分[7]には，「機

能的表現により特定される構成要件」という記載はあ

るが，「クレームに含まれる機能的表現により特定さ

れる構成要件は，その機能を達成できるすべての実施

形態を包含すると解釈される。」という規定しかない。

この規定は実質上，機能的な構成要件として認定され

た構成要件の範囲についての解釈であり，「機能的な

構成要件」とは何かについては定義していない。

学者により，「クレームでは，構造や工程により発明

を定義するのではなく，部材や工程が発明において果

たした作用，機能又は効果により定義する場合，この

ような構成要件は，機能により特定される構成要件，

つまり『機能的な構成要件』である」[8]という定義が提

案された。この定義は妥当であるといえるが，中国特

許庁や裁判所による承認が欠如していた。

本件判決が出た後，上海市高等裁判所は初めて，「審

理ガイドライン」第 5条に「クレームにおいて，装置

により達成する機能しか記載しておらず，その機能を

達成する装置の構造を記載していないか，または工程
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により達成する機能しか記載しておらず，その機能を

達成する工程のプロセスを記載していない構成要件

は，機能的な構成要件である」と規定した。この規定

には「機能的な構成要件」の定義はされているが，以

下に示す北京市高等裁判所による定義を鑑みれば，こ

の定義は十分に完全なものではないように思われる。

最近，北京市高等裁判所は上記学者の見解を参酌し

て，「判定指南」第 16条に「機能的な構成要件とは，

特許のクレームにおける物の部材若しくは部材同士の

適合関係または方法の工程を，発明創造におけるその

作用，機能または効果により特定する構成要件をい

う」と明確に定義した。

また，北京市高等裁判所は「判定指南」第 16条に，

機能的な構成要件に該当しない例も記載している。具

体的には，「下記のものは通常，機能的な構成要件とし

て認定すべきではない。（1）機能または効果のような

言葉で表現され，当業者に周知の技術用語になってい

る構成要件，例えば導体，放熱装置，増幅器，変速機，

フィルタなど，（2）機能または効果のような言葉で表

現されるとともに，かかる構造，材料，工程などの規

定によって表現される構成要件。」とある。機能的な

構成要件に該当しない例としての「判定指南」第 16条

の（2）は，ある程度，「機能的な構成要件」に関する

上海市高等裁判所の定義と異なる観点から同一の対象

を述べているように思われる。

Ⅴ．本件判決以降の特許出願の作成に関するアド

バイス

本件判決は，機能的クレームに係る特許侵害裁判に

大きな影響を与えているが，中国の特許法，特許法実

施細則及び特許審査基準は変わっていないので，審査

官・審判官は依然として，これまでの解釈方法により

機能的クレームの審査を行う。そのため，権利化の審

査段階と，特許侵害裁判の段階とで，以下の矛盾が生

じている。

審査官段階において，機能的な構成要件は，「その機

能を達成できるすべての実施形態を包含する」と解釈

されるのに対して，特許侵害裁判において，機能的な

構成要件は，「明細書及び図面に記載の当該機能又は

効果の実施形態及びその均等形態」に限定解釈され

る。また，実施形態による裏付けに欠ける機能的ク

レームは，特許侵害裁判において，明細書及び図面に

その機能的な構成要件に係る機能の実施形態が記載さ

れていないゆえに，侵害が成立しないと判断される。

上述した矛盾に鑑みて，権利行使の観点からすれ

ば，クレームにおける機能的表現の使用を慎重にした

ほうがよいと思われる。どうしても機能的表現を使う

必要がある場合，この機能的表現に係る構成要件は当

業者が公知技術から想到できるものであっても，明細

書にこの機能的な構成要件に対応する実施形態を記載

すべきである。

機能的クレームを完全に否定すべきかというと，そ

うでもない。機能的クレームが有用である場合もあ

る。例えば，多くの実施形態を有する発明の場合，機

能的クレームにより各実施形態の共通点を上位概念化

することができる。機能的表現を一切用いず，実施形

態の一つのみをクレームに記載すると，クレームの技

術的範囲は非常に狭くなってしまう。

なぜなら，「判定指南」第 56条には，「明細書や図面

のみに記載されていて請求項に含まれていない形態

は，特許権者が放棄したものとみなす。特許権者が均

等侵害を理由に特許の権利範囲に当該形態が含まれて

いると主張しても，その主張を支持しない。」と規定さ

れているからである。このようなクレームの書き方も

権利行使に不利になることは明らかである。

Ⅵ．結びに

司法解釈第 4条のため，特許の審査段階と侵害裁判

段階とにおいて機能的クレームの解釈の基準が異なっ

ている。本件判決は新たな観点から司法解釈第 4条を

解読し，本件判決後の「審理ガイドライン」はこの解

読を強化している。また，「審理ガイドライン」及び

「判定指南」にはさらに，司法解釈第 4条の具体的な運

用に関する規定が定められている。

本件判決及びその後の「審理ガイドライン」，「判定

指南」から，機能的クレームに対する中国の裁判所の

判断基準が，米国のmeans plus function[9]の判断基準

に近づいていることが読み取れる。実は本件判決，

「審理ガイドライン」及び「判定指南」にはすでに，米

国の means plus functionの跡が見える。しかし，中

国の機能的クレームの審査基準は依然として停滞して

いる。中国国家知識産権局と特許侵害裁判段階の裁判

所との機能的クレームの判断基準が異なっている点

は，1994 年の Donaldson 事件[9]以前の USPTO と米

国裁判所の状態に似ている。

現時点では，機能的クレームの判断基準が審査段階
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と裁判段階とにおいて統一される見込みはまだない。

出願人及び公衆はこれからも，上述した判断基準の違

いを受け止めるしかないと思われる。

注

(1)本稿でいう「特許」には，実用新案，意匠も含まれる。
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